
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章  

 

 

生涯職業能力開発体系について 

  





職業能力開発の促進は、 

①「労働者各人の希望、適性、職業経

験等の条件に応じて」行われるとと

もに、 

②「雇用及び産業の動向、技術の進

歩、産業構造の変動、経済活動の国

際化等に即応できるもの」であり、 

労働者の「職業生活の全期間を通じて

段階的かつ体系的に行われ」なければ

ならない。 

職業能力開発促進の

基本理念 

 

基本理念に基づき 

①産業・業種や団体・企業が有する職

務を遂行するために必要な職業能力

及び 

②労働者各人がその職業能力を習得す

るために行なう能力開発を 

段階的かつ体系的に具現化したもの 

生涯職業能力開発体系

４－１ 生涯職業能力開発体系とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生涯職業能力開発体系の特徴 

ａ．団体・企業が有する、または必要とする職業能力（スキル）が明確になる。 

ｂ．従業員各人の現在のスキルが明確になり、従業員のスキルの確認、将来目標

の設定が容易になる。 

ｃ．能力開発の成果がスキル向上により明らかになる。 

ｄ．段階的・体系的な人材育成ができる。 

ｅ．計画的・効果的な人材育成ができる。 

ｆ．人員配置や目標に合わせた効果的な人材育成ができる。 
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４－３ 生涯職業能力開発体系の構成 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生涯職業能力開発体

職業能力体系  職業能力開発体系  

● 習 得 す べ き 職 業 能 力 か ら 能 力 開

発 の 目 標 を 明 確 に し 、 そ の 目 標 に

応 じ た 教 育 訓 練 を 段 階 的 か つ 体 系

的に 整理 し たも の  

● 「 能 力 開 発 の 道 し る べ 」 と し て

活用

 

 
様 式 1  生涯 職業 能 力  
 開発 体系  

 

様式 ２  職 務別 職業 能 力体 系  

様式 ３  職 務別 能力 要 素の 細目  

様 式 ４  職 務 別 能 力 要 素 の 細 目

の内 容  

● 職 務 、 仕 事 を 遂 行 す る た め に 必

要 な 職 業 能 力 を 明 確 に し 、 段 階

的か つ体 系 的に 整理 し たも の  

● 「 職 業 能 力 の も の さ し 」 と し て

活用  

 
 

様式 ５  職 業能 力開 発 体系  

様式 ６  目 標別 職業 能 力開 発体 系  

様式 ７  カ リキ ュラ ム  
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（１）様式１（生涯職業能力開発体系） 

   職業能力体系と職業能力開発体系の全体像を鳥瞰できるように示した

もの。 

 

食 料 品 製 造 業 (肉 加 工 品 製 造 業 )                              様 式 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品質保証 設備衛生管理 施設管理

設備管理補助

【食品衛生管 衛生状況の把握 品質記録管理 品質管理 従業員衛生管理 危機管理

商品表示管理

関係法令の遵守

生産 生産管理 【生産計画】 原価管理実務 生産計画 工程管理

環境対策

【製造基準】 製造作業基準作

【原材料管理】 原材料保管事務 原材料選定・調 資材の在庫管理 添加物の在庫管

食肉の在庫管理

生産 除骨 整形・小分け

原材料の計量補 原材料の計量 食肉の塩漬け

細切・混合 成形

充填・結紮

冷却

包装

検査

除骨 整形・小分け

原材料の計量補 原材料の計量 食肉の塩漬け

細切・混合 成形

充填・結紮 加熱（湯煮な

冷却 包装

検査

除骨 整形・小分け

原材料の計量補 原材料の計量 食肉の塩漬け

充填・結紮 加熱（焙焼な

冷却 包装

検査

除骨 整形・小分け

原材料の計量補 原材料の計量 食肉の塩漬け

食肉の塩抜き 細切・混合

充填・結紮 乾燥・熟成

包装 検査

【乾燥食肉製 原材料の計量補 除骨 整形・小分け

原材料の計量 食肉の塩漬け

細切・混合 充填・結紮

乾燥・熟成 包装

検査

流通 【保管】 保管

【出荷】 出荷準備 出荷処理 出荷管理

出荷処理補助

営業・販売 【営業・販売】 営業・販売企画 苦情分析・管理

苦情対応補助

【商品開発】 商品開発

総務・経理 【経営企画】 経営管理 工場・施設計画 経営分析・戦略

活用区分 職 業 能 力 開 発（人 材 育 成）の 流 れ

部　　　　門

職
業
能
力
開
発
体
系

能力開発区分 専門基礎 専門 高度専門

【施設・設備管理】

ブロック化、薄片化

二次加熱・二次冷却

【加熱食肉製品（包装後加熱）】

高度複合・結合

職 能 別 職業能力体系の各部門の能力要素が能力開発の目標であり、この目標達成に向けた訓練名称を様式５以下で示す。

階 層 別

従業員層、管理者層、経営者層のそれぞれの階層に求められる次のような職業能力が能力開発の目標であり、この目標達成
に向けた訓練名称を様式５以下で示す。
　（従業員層）　　新入社員、中堅社員、主任・監督者等の区分に応じて有すべき、勤労意欲の啓発、積極性・協調性の涵
　　　　　　　　　養、自主性の涵養、リーダーシップの養成、問題点の把握解決手法等の職業能力が目標である。
　（管理者層）　　管理者としての役割認識、意思決定や問題解決能力の養成、部下の育成等の職業能力が目標である。
　（経営者層）　　経営者としての経営方針策定、経営判断、経済・産業動向の把握分析等の職業能力が目標である。

課 題 別
企業戦略、経済・産業の動向等にマッチした課題が能力開発の目標であり、この目標達成に向けた訓練名称を様式５以下で
示す。

総合衛生管理製造過程の作成

【関係法令の遵守】

調達・在庫管理戦略

【加熱食肉製品（加熱後包装）】

マッサージ・タンブリング

加熱（くん煙、蒸煮）

マッサージ・タンブリング

【特定加熱食肉製品】

【非加熱食肉製品】

企業間取引販売（BtoＢ）

通信販売（B to C）

職
　
　
業
　
　
能
　
　
力
　
　
体
　
　
系

Ｌ１ Ｌ２ Ｌ３ Ｌ４

標準化 職業能力開発ニーズの調査

経営方針及び企業戦略に

基づくニーズ、経済・産

業の動向に基づくニーズ

職業能力自己評価による

ニーズ等

職場に

おける

部門ご

との職

務内容

を調査

職 業 能

力 体 系

の 作 成

能 力 開 発

目 標 の

設 定 及 び

確 認

職業能力

開発体系

の 作

成

訓練の実施

・OJT

・Off-JT

・自己啓発

(SD)

職 務 遂 行

能 力 の 向 上

ｴﾝﾌﾟﾛｲ ･ ｱﾋﾞﾘﾃｨ

の向上

共同化

実践化

目標化
仕 事 のレベル 

難 易 度  

重 要 度  

責 任 の度 合 い 

業 務 の種 類  

部 門 別  

【職 務 】 

能 力 要 素 ( 仕

事 )をレベルご

とに表 示  
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（２）様式２（職務別職業能力体系） 

能力要素（仕事を遂行する能力）を段階的・体系的に示したもの。職

務ごとの仕事が明確にできる。 

 

食 料 品 製 造 業 (肉 加 工 品 製 造 業 )                           様 式 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）様式３（職務別能力要素の細目） 

能力要素とそれを構成する能力要素の細目(作業を遂行する能力)を示

したもの。仕事を構成する作業が明確にできる。 

 

食 料 品 製 造 業 (肉 加 工 品 製 造 業 )                                 様 式 ３ 

 

 

 

品質保証　 施設・設備管理 設備管理補助 設備衛生管理

設備点検補助 工場衛生管理計画の作成

設備洗浄・消毒 施設設備衛生管理

衛生管理器具の保守管理

施設管理

製造施設の管理

保管施設の管理

品質管理施設の管理

技術的基準の確認

食品衛生管理 衛生状況の把握 品質記録管理 品質管理 危機管理

衛生状況の把握 品質管理記録の作成 危機管理

品質管理記録の保管 総合衛生管理製造過程の作成

内部規定管理

自主管理基準の周知

総合衛生管理製造過程の作成

従業員衛生管理

入室衛生管理

従業員衛生管理

衛生記録作成

商品表示管理

商品表示管理

関係法令の遵守 関係法令の遵守

食品衛生関係法令の遵守

ＪＡＳ関係法令の遵守

商品表示関係法令の遵守

環境管理関連法令の遵守

品質管理に関する計画の立案・推

進

品質管理に関する教育訓練の推進

異常・苦情等に関する処置及びそ

の対策

品質管理に関する技術的基準の遵

守

総合衛生管理製造過程の立案体制

の構築

Ｌ４
　　　　　　　　レベル

　職務
部門 Ｌ１ Ｌ２ Ｌ３

品質保証　 施設・設備管理 設備管理補助 設備衛生管理

施設管理

食品衛生管理 衛生状況の把握 品質記録管理 品質管理 危機管理

従業員衛生管理 総合衛生管理製造過程の作成

商品表示管理

関係法令の遵守 関係法令の遵守

生産　生産管理 生産計画 原価管理実務 生産計画

環境対策 工程管理

製造基準 製造作業基準作成

原材料管理 原材料保管事務 原材料選定・調達 添加物の在庫管理

資材の在庫管理 調達・在庫管理戦略

食肉の在庫管理

生産　生産 原材料の計量補助 除骨

整形・小分け

原材料の計量

食肉の塩漬け

マッサージ・タンブリング

加熱食肉製品（加熱後包

装）

Ｌ４
　　　　　　　　レベル

　職務
部門 Ｌ１ Ｌ２ Ｌ３

能 力 要 素

（仕 事 ） 

能 力 要 素 の 細

目  

（作 業 ） 

能 力 要 素

（仕 事 ） 
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（４）様式４（職務別能力要素の細目の内容） 

能力要素の細目を構成する知識及び技能・技術の内容を示したもの。

作業を行うために必要な能力が知識及び技能･技術により確認できる。 

 

食 料 品 製 造 業 (肉 加 工 品 製 造 業 )                    様 式 ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レベル表示 Ｌ４

1 . 知

識
1 . 総合衛生管理製造過程の申請・更新手続きを知っている

2 . ＨＡＣＣＰ制度の内容を知っている

3 .

技

能
1 . 社内の企画管理体制の構築ができる

技

術
2 . 総合衛生管理製造過程の作成に携わるべき人選ができる

3 . 食品衛生監視員の助言を求めることができる

4 .

2 . 技

能
1 . 製品説明書の作成ができる

技

術
2 . 製造又は加工の工程に関する文書の作成ができる

3 . 施設の図面の作成ができる

4 . 危害の原因となる物質の特定等ができる

5 . 危害の発生を防止するための措置を講ずることができる

6 . 改善措置の方法を定めることができる

7 . 衛生管理の方法を定めることができる

8 .

9 . 記録の方法並びに記録の保存の方法及び期間を定めることができる

10 . 総合衛生管理製造過程の管理体制・責任者を定めることができる

職　　務 食品衛生管理

能力要素 総合衛生管理製造過程の作成

能力要素の細目 能力要素の細目の内容

総合衛生管理製造過程の立

案体制の構築

食品衛生法、食品衛生法施行令、食品衛生法施行規則における総合衛生管理製造過程

に関する内容を知っている

総合衛生管理製造過程（案）を試行し、食品衛生上の危害の防止が図られているかの

検証ができる

総合衛生管理製造過程の作

成

危害の発生が適切に防止されていることを検証するための方法を定めることができる
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（５）様式５(職業能力開発体系) 

職業能力開発体系の全体像を鳥瞰できるように示したもの。職能別、

階層別、課題別に訓練名称を段階的・体系的に示している。(本調査研究

では作成に至っていない) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式５
区分 部門 職務 専門領域 専　　門 高度専門

経営 経営企画 企画書作成 企画・発想力開発 経営戦略

総務 総務業務
ＯＡ操作・文書作
成

企画立案

一般総務業務

法務・渉外実務 法務・渉外管理

人事・労務管理 人事・労務の基礎 人事・給与・社会

労務企画管理

能力開発実務

経理 財務・税務会計 経理の基礎 財務会計実務 財務会計管理

税務会計実務

原価計算 原価計算実務

管理会計 管理会計実務

営業 営業企画管理
マーケティング実
務

営業・マーケ
ティング戦略

営業活動 営業販売基礎技術 営業技術
販売管理マーケ
ティング

生産管理 工程管理 生産管理基礎 生産計画

工程管理

設備管理
生産システム設
計

品質管理 品質管理

製造　組立 部品実装組立 機械部品組立基礎

電装部品組立基礎
新素材加工の動
向

　　　製造 旋盤加工 機械図面の見方 旋盤（３） 旋盤エキスパート
最先端切削加工
技術

旋盤（１） 旋盤応用（１）

旋盤（２） 旋盤応用（２）

フライス盤加工 フライス盤基礎 フライス盤応用
難削材切削加工技
術

技術　電装
設計

実装設計

区分 専門領域 専　　門 高度専門

新入社員 新規採用 会社概要 仕事の進め方

マナー基本 ビジネスマナー

中途採用 会社概要 仕事の進め方

中堅社員 総合職 OJTの基本と実践 マネジメント基礎

問題解決手法 リーダーシップ

コミュニケーショ
ン

部下の指導

技術職 OJTの基本と実践 マネジメント基礎

リーダーシップ

部下の指導

管理・監督
者

人の扱い方

仕事の教え方

目標管理実践 戦略発想

区分 専門領域 専　　門 高度専門

ＩＴ化推進 情報リテラシー ＯＡ研修
インターネット利
用技術

パソコン利用技術

電子調達対応 電子商取引技術

営業力強化 顧客折衝力強化 ディベート術
プレゼンテーショ
ン技術

提案型営業

コンサルティング
営業

顧客情報管理強
化

顧客管理技術
（CRM）

ナレッジマネジ
メント

国際化 国際対応力 英会話初級 ビジネス英語

　
　
　
課
　
題
　
例

職業能力開発体系
○○製造業

階層（訓練対象者） 高度複合・統合

経営幹部

課　　題 高度複合・統合

　
　
　
階
　
層
　
別

高度複合・統合

文書・資料作成管
理実務

　
　
　
職
　
　
能
　
　
別

能力開発のレベル

４段階で表示

訓練名称をレベル

区分に応じて配列

訓練名称をレベル

区分に応じて配列

訓練名称をレベル

区分に応じて配列
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（６）様式６(目標別職業能力開発体系) 

職能別、階層別、課題別に、能力開発目標ごとの訓練名称を示したも

の。能力開発の目標とそれに対応した訓練名称が確認できる。(本調査研

究では作成に至っていない) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○製造業 目標別職業能力開発体系 様式６
（職能別）

部門　職務 専門基礎 専　　門 高度専門

製造　旋盤加工 *　外形加工 図面の見方 旋盤（２） 旋盤応用（１）

旋盤（１） 旋盤（３） 旋盤応用（２）

旋盤（４）

旋盤（４） 精密切削加
工

先端切削技
術

新素材加工

旋盤のエキ
スパート

（階層別）
階層（訓練対象者） 専門基礎 専　　門 高度専門

中堅社員
OJTの基本と
実践

マネジメント
基礎

コミュニケー
ション

リーダーシッ
プ

問題解決手法 部下の指導法

OJTの基本と
実践

マネジメント
基礎

リーダーシッ
プ

（課題別）
課　　題 専門基礎 専　　門 高度専門

ＩＴ化推進 ＯＡ研修
インターネット
利用技術

パソコン利用
技術

電子商取引
技術

営業力強化 顧客折衝力強化 デイベート術
プレゼンテー
ション技術

提案型営業

コンサルティ
ング営業

顧客情報管理強化
顧客管理技
術(CRM)

ナレッジマネ
ジメント

国際化 国際対応力の強化 英会話初級 ビジネス英語

能力開発目標 高度複合・統合

インターネット上におけ
る電子商取引技術の
習得

中堅の役割としての部
下の育成及びリーダ
シップ等をはじめとする
統率力を身につける。

全社的な情報化を推進
するために必要な情報
リテラシーの向上。

高度複合・統合能力開発目標

旋盤による高精密加工
を習得する。

能力開発目標 高度複合・統合

専門技術食に必要な
技術分野に対する部下
の育成及びリーダシッ
プをはじめとする指導
力を身につける。

能力要素により設定

能力要素に関する具体

的な目標を設定

訓練名称

階層に求められる

具体的な職業能力

により設定

具体的な課題によ

り設定

訓練名称

訓練名称
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（７）様式７（カリキュラム） 

訓練名称のカリキュラムを示したもの。訓練を実施するための具体的

な内容が確認できる。(本調査研究では作成に至っていない) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

様式７

区分 Ｅ
作成者又は
実施機関名

ポリテクセンター○○
(tel : xxx-xxx-xxxx)

管理番号 S401-107-4

訓練時間(h)

3.0

1.5

2.5

5.0

3.0

3.0

18.0
使用機器・教材等 テキスト、資料、ＯＨＰ、事例シート、チェックシート

6.営業メンバー行動管
理

(1)ＳＦＡの考え方と進め方

(2)効率的な営業活動指針

(3)営業活動管理の考え方

(4)営業計画の策定

訓練時間合計

(4)販売促進戦略

4.顧客への提案書づく
りの考え方と進め方

(1)顧客の問題点の発見方法

(2)課題の解決方法

(3)提案作業と提案作成

5.営業組織とシステム
開発組織のあり方

(1)市場対応型営業組織の考え方

(2)システム開発組織のあり方

(3)価格戦略

2.マーケティングの枠
組み

(1)マーケティングの意義と役割

(2)マーケティング戦略の考え方

(3)マーケティング情報の収集と探索

3.マーケティング戦略
の展開の考え方

(1)市場戦略

(2)商品(サービス)戦略

1.企業経営と経営戦略 (1)経営ビジョンの考え方

(2)環境分析

(3)経営戦略

訓練目標
マーケティングの理論と営業メンバーの行動管理の方法を習
得し、戦略的な営業活動を立案できる人材を育成する。特に
顧客リーダーの変化や顧客の経営課題に対応した提案技法を
習得する。

細目 内　　　　　容

カリキュラム

訓練名称 営業・マーケティング戦略

訓練対象者 営業部門管理職、営業リーダー

Ｍ：機構のモデルカリキュラム

Ｅ：機構で実施中のセミナー

Ｏ：独自カリキュラム

− 37 −

第４章　生涯職業能力開発体系について



４
－

４
 

生
涯

職
業

能
力

開
発

体
系

を
活

用
し

た
人

材
育

成
の

流
れ

 

             

 
 

生
涯

職
業

能
力

開
発

体
系

作
成

支
援

シ
ス

テ
ム

 

 職
業

能
力

自
己

評
価

シ
ス

テ
ム

訓
練

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

作
成

支
援

シ
ス

テ
ム

 

仕
事

の
明

確
化
 

能
力

の
明

確
化
 

目
標

の
明

確
化
 

職
務

分
析
 

職
業

能
力

体
系

作
成

自
己

評
価
 

目
標

設
定

職
業

能
力

開

発
体

系
作

成
 

教
育

訓
練

の
実

施
 

生
涯

職
業

能

力
開

発
Ｄ

Ｂ

訓
練

カ
リ

キ

ュ
ラ

ム
Ｄ

Ｂ

●
O

J
T

 
●

O
ff

－
J
T

 
●

自
己

啓
発

 

生
涯

職
業

能
力

開
発

体
系

作
成

支
援

シ
ス

テ
ム
 

ツ
ー

ル
の

セ
ミ

ナ
ー

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

シ
ス

テ
ム

・
ユ

ニ
ッ

ト
訓

練
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
 

 

大
学

校
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
 

 

能
力

開
発
 

− 38 −

調査研究資料 No.130−1



４－５ 生涯職業能力開発体系のデータ構造 

 

生涯職業能力開発体系の拡充と普及を促進するため、データの構造化に当たっては、名

称に一定の基準が必要となるため、「業種名」では、原則日本標準産業分類の小分類もし

くは細分類を採用することとしている。 

また、「職務名」については、厚生労働省編職業分類を基本としているが、中央団体及

び専門委員との協議の上選定することとしている。 

 

 

生涯職業能力開発体系（職業能力体系）のデータ構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気機械

器具製造

業 

製造 加工 旋盤加工 
 

外径加工 加工準備 旋盤各部の名称を知っている 
機械図面の読方を知っている 
各部の注油と点検ができる 
加工工程を組むことができる 

総務 庶務 庶務管理 庶務・渉外実

務（補助） 

文書作成 社内文書と社外文書の種類、用

途を知っている 

書式通りに文書を作成できる 

簡単な帳票類を作成ができる 

部門２ 

職 務

能力要素

能力要素の細目の内容 

(部) 

（課） 

（仕 事）

（作 業) （作業の知識及び技能・技術）

キーワード検索 

総務省日本標準産業分類 厚生労働省編職業分類 雇用・能力開発機構 
独自のセミナー分類 

コア・データ 

（例） 

 ：データ項目 

産業分類 職業分類 技能・技術分
類

能力要素の細目 

業 種 

部門１ 
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